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中央アジア諸国の社会開発と国際保健･人口学
人間開発指標 (���) としての���感染率および喫煙率
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要 約

1991年のソビエト社会主義共和国連邦の解体により､ 中央アジアに誕生したカザフスタン共和国､ ウ

ズベキスタン共和国､ キルギス共和国､ タジキスタン共和国､ トルクメニスタン共和国は､ ソ連時代か

らの共通の背景を継承しながら､ それぞれの道を歩み変容を続けている｡ また､ 中央アジア地域は環境､

()*+エイズ､ 麻薬などのグローバルな問題を共有していている｡ 本稿では､ これらの国々の現状の概

略を社会開発の観点から､ 国連ミレニアム開発目標 (-,.) の指標や達成度などの比較を行ないなが

らレビューし､ 人間開発指標 ((,)) の中で特に２つの薬物性依存症の問題である()*+エイズの流行

と喫煙率について考察を行う｡ -,.8 つの目標の中で唯一達成されているのは､ -,.2 の初等教育の

普及である｡ しかし質の改善が強く求められている｡ 本稿では､ 国際社会と比較しても立ち遅れる

()*+エイズと喫煙対策の分野に関して､ 中央アジア諸国における学校教育に()*感染予防や禁煙教

育などを健康教育に盛り込む政策と実施が必要であることを提言する｡ これは､ 中央アジア諸国の人間

の安全保障を守り､ 個々人の福祉を向上することにもつながる｡

キーワード：中央アジア､ 国連ミレニアム開発目標 (-,.)､ 人間開発指標 ((,))､ ()*+エイズ､ 喫煙率､
薬物性依存症､ 健康教育

(研究論文４)



はじめに
1991年のソビエト社会主義共和国連邦の崩壊
により､ 中央アジアにはカザフスタン共和国､
ウズベキスタン共和国､ キルギス共和国､ タジ
キスタン共和国､ トルクメニスタン共和国が誕
生した｡ このうち､ カザフスタンとキルギスは
遊牧民族であり､ ソ連時代に定住化政策がとら
れ大きな犠牲を払いつつ定住化がすすめられた｡
その他の国は農耕民族であった｡ 中央アジアは
ロシア､ 中国､ インドといった大国に囲まれ､
中東､ アフガニスタン､ パキスタンなどの周辺
国の政治情勢の影響を受けやすい｡ 以前は閉じ
られていた中国､ イラン､ そして､ アフガニス
タンとの国境はソ連崩壊の後には開かれること
にもなった｡ その後この地域では､ 2001年の
9�11事件以降の米軍の駐留や､ 石油､ 天然ガス､
ウランなどエネルギーや鉱物資源を巡っての国

際的なプレゼンスの高まりが顕著である｡ 2007
年春の日本とのウラン資源外交も大きくメディ
アでは取り上げられた｡ 中央アジアは1991年の
独立当初より､ ソビエト時代の社会主義からの
民主化と､ 市場経済化を推進してきた移行経済
圏１であるが､ 各国の様相はそれぞれ異なり､
特にエネルギー資源の有無により国家間の経済
格差が拡大する傾向にある｡ また中央アジア諸
国では､ テロ､ 暴力､ 麻薬､ 輸送､ 水・エネル
ギー資源の有効利用､ 貿易､ 環境保全､ ����

エイズや結核といった感染症対策など､ 各国の
みでは解決できない地域共通の課題を抱えて
いる｡
ソ連の崩壊により､ 中央アジア諸国では一様

に貧困が拡大しており､ 人間開発２ と人間の安
全保障３ の指標が著しく低下した (���	


2006�8)｡ 1991－95年の混乱期には､ 実質��	
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図１ 中央アジア諸国

１ 旧ソ連である中央アジア諸国をアフリカなど他地域の開発途上国と同列に認識するのは適切とはいえない｡ 独立後､ 1990年代後半から､ 世界
銀行をはじめ国際開発の専門家たちは東欧・��諸国 (旧ソ連諸国) を開発途上国とは区分せず､ ｢移行経済 (�����������������)｣ と呼ん
でいる｡ これらの国々は､ いわゆる従来の開発途上国とは､ 社会制度的にも大きく異なる｡ 開発途上国の多くは都市と国土の大部分を占める
地方 (農村など) との格差が大きく､ 都市には､ 仕事をもとめて農村部から流入してきた人々がスラムを形成していることも少なくない｡ 中
央アジアにおいては都市と農村の格差が大きいことは同様であるが､ スラムの形成はないとされている｡

２ 国連開発計画 (���	) は､ 人間開発とは､ ｢開発の基本的な目標は人々の選択肢を拡大することである｡ これらの選択肢は原則として､ 無
限に存在し､ また移ろいゆくものである｡ 人は時に､ 所得や成長率のように即時的・同時的に表れることのない成果､ つまり､ 知識へのアク
セスの拡大､ 栄養状態や医療サービスの向上､ 生計の安定､ 犯罪や身体的な暴力からの安全の確保､ 十分な余暇､ 政治的・文化的自由や地域
社会の活動への参加意識などに価値を見出す｡ 開発の目的とは､ 人々が､ 長寿で､ 健康かつ創造的な人生を享受するための環境を創造するこ
となのである｡｣ (マブーブル・ハック) としている｡ 人間開発指標 (���) は､ 1990年パキスタンの経済学者マブーブル・ハックによって作
られ､ 1993年以来国連年次報告書の中で､ 国連開発計画 (���	) によって発表されている (大谷､ 2007��13)｡



がウズベキスタン共和国で18％､ カザフスタン
共和国で31％､ キルギス共和国で45％､ タジキ
スタン共和国で59％低下した (ベッカー他､
2006：281)｡ しかし､ その後はエネルギー資源､
鉱物資源などの発見もあり､ 持つ国と持たざる
国の国家間格差は拡大しながらも混乱期にみら
れたような著しい国内総生産 (���) 低下は
みとめられない｡
中央アジア５カ国は旧ソ連であったため､ 総
合的な社会福祉システムを備えていた｡ 軍人や
危険な職場に従事した者や遺族へは社会保障・
年金が整えられていた｡ ところが､ 独立後､ 雇
用､ 賃金および社会保険料納入の崩壊と早期退
職者の急増に直面し､ 社会主義時代の寛大な社
会保障システムを維持することができなくなっ
た｡ 各国はそれぞれの現状に即した社会福祉シ
ステムを整備するにいたった４｡ カザフスタン
共和国は､ 1998年､ ソ連時代の連帯的な公的年
金制度を一掃し､ 積立制度に基づく抜本的制度
改革を打ち出した｡ その直後､ 予期しなかった
豊富な石油資源の発見によって､ 2001年からの
実質���成長率約10％という高度成長期に突
入し､ その結果､ 政府が保証する社会手当最低
額を大幅に引き上げ､ 高齢者や身体障害者のた
めの公的セキュリティ・ネットの維持を可能と
した (ベッカー2006：286､ 大谷2006�)｡ 一方､
経済の急速な成長は､ 積立制度にさまざまな影
響を及ぼし､ 年金基金の資産運用に課題を課し
ている (ベッカー､ 2006：288)｡ キルギス共和
国も同様の問題を抱えているが､ カザフスタン
共和国のような天然エネルギー資源を持ってい
ない｡ ソ連経済から市場経済に移行するに伴い､

制度的整備が必要である｡ これらの国では､ 社
会保険加入者及び受給者の記録管理システムが､
必要であるが､ 情報技術 (��) システムの導
入は､ カザフスタンと部分的にキルギスで構築
されはじめている｡ 漸進主義アプローチをとる
ウズベキスタンでは､ 長い間､ 年金改革を控え
てきたが､ 2005年より積立型年金制度の新規導
入に向けて試験的な試みが開始した｡ タジキス
タンは､ 最も立ち遅れており､ 社会保障制度を
運営する国家の能力も極めて限られている｡ ベッ
カー他 (2006) は､ カザフスタン共和国以外の
国々での社会保障制度の改善は急務であると述
べている｡

九州大学アジア総合政策センター紀要創刊号
2006年では､ パイロットとして ｢中央アジア・
カザフスタンの保健医療と ���分野における
社会開発｣ を執筆したが､ 九州大学教育研究プ
ログラム・拠点形成プロジェクト (���) 	‒1：
アジア総合研究 ｢アジア地域における人間の安
全保障の観点による社会開発に関する新たなフ
レームワークの研究｣ １年目を終えた2007年号
の本稿では､ 変容する中央アジア諸国の現状を
開発の分野からレビューする５｡ はじめに､ 人
間開発指標と国連ミレニアム開発目標 (
��)
の達成度について各国の比較を行なう｡ 次に､
人間開発と人間の安全保障における保健医療分
野の指標の中から､ 現地調査の結果において際
立った､ 特に中央アジア諸国で注目すべき指標､
すなわち､���エイズ (
��6：���感染率

エイズ罹患率) と､ 喫煙率に注目する｡ 中央ア
ジア諸国における���エイズの流行拡大と立
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３ ｢人間の安全保障｣ という概念について確認しておく｡ 安全保障は国家がその国境と国民を守るという ｢国家の安全保障｣ が伝統的に考えら
れてきたが､ 新たに､ 人間の視点から多様な問題の相互関係を捉え､ これあらに包括的に対処する必要性があることが唱えられ､ ｢人間の安
全保障｣ という概念が誕生した｡ すなわち ｢人間の安全保障｣ とは､ 人間の生存・生活・尊厳に対する広範かつ深刻な脅威から人々を守り､
人々の豊かな可能性を実現するために､ 人間中心の視点を重視する取り組みを統合し強化しようとする考え方である (外務省､ 2006)｡ その
ためには生命､ 健康､ 生活の 『保護』 と同時に､ 人間１人ひとりの ｢エンパワメント (�����������：『能力強化』) が重要である｡ ｢エンパ
ワメント｣ とは人々が経済､ 社会､ 法律､ 政治の能力・権利と決定権を持ち､ 不平等を克服する力を身につけるようになることで､ 基礎教育
は必須である｡ (大谷､ 2007�)

４ トルクメニスタン共和国以外の中央アジア諸国の社会保障・年金改革については､ ベッカー他 (2006) を参考されたい｡ カザフスタン共和国
の年金以外の広義の社会保障・社会福祉に関しては､ 『世界の社会福祉年鑑 第6巻』 (萩原・松村・他編集) 旬報社､ 2006年の ｢カザフスタ
ン共和国｣ 大谷順子､ 351‒370頁を参照｡ 高齢者福祉・障害者福祉・児童福祉・女性福祉・���感染者／エイズ患者への支援について紹介し
ている｡ ウズベキスタンについては､ 同じく､ 『世界の社会福祉年鑑 第７巻』 (萩原・松村・他編集) 旬報社､ 2007年の ｢ウズベキスタン共
和国｣ 大谷順子を参照｡ それらを対比すると､ 旧ソ連という同じシステムから独立していても､ 本来の遊牧民族のカザフ人と農耕民族のウズ
ベク人による社会の相違が面白い｡

５ 歴史的流れも踏まえると当然ながら､ 中央アジアには多くの民族が暮らし多様な文化が存在する｡ ソ連崩壊の後､ 国境が引かれ５つの国に中
央アジアは分断されたが１国のみ調査をおこなっても中央アジアという地域を知るにはほど遠いと痛感する｡ また１国にはいり滞在してしま
うと､ その１国の現状すらとらえられなくなる｡ これはマスコミなどを通して情報が発信されないためでもある｡ インターネットの言論のコ
ントロールもおこなわれている｡ 中央アジアを知るためには､ 各国を訪れ､ 現地調査を行うことはもちろんながら､ この地域から離れ周辺国
と比較し､ 国際援助機関などとの情報交換をしてはじめて理解できることが多々ある｡



ち遅れる喫煙対策の問題の２つの課題を取り上
げて､ 現状を紹介し考察を加える｡ 中央アジア
地域での���感染経路の主なものは麻薬中毒
である｡ 麻薬もタバコも薬物性依存症の問題で
あり､ その対策のためには､ 共通の課題も抱え
ている｡ その課題に対して法律をはじめ各分野
での対策が取られる必要があるが､ 本稿では特
に健康教育の重要性を指摘し政策提言する｡

中央アジア諸国の人間開発の概要と主要な
開発指標の５ヵ国比較
中央アジア諸国は被援助国であるが､ 一般的
に開発途上国と分類されず､ 移行経済という範
疇に分類される｡ 国連開発計画 (����) 『人
間開発報告書』 においては､ 人間開発低位国で
はなく､ 人間開発中位国である｡ 被援助国であ
るといっても､ ���が高く､ エネルギー資源
で潤うカザフスタンは､ 無償資金援助の対象に
はならない６｡ 中央アジア諸国は人間開発中位
国に位置づけられるものの､ 各国の様相はさま
ざまである７｡ 社会保障制度だけをみても､ 独
立以降はそれぞれが別の道を歩んでいる (ベッ
カー､ その他､ 2006)｡
カザフスタン共和国は､ 世界第９位の広大な
国土を擁し､ カスピ海の石油やウランなどのエ
ネルギー資源や豊かな鉱物資源の開発により､
中央アジア諸国との比較においてだけでなく､
世界中の国と比較しても最も著しい経済成長を
続けている｡ カザフスタン共和国の１人当たり
���は2004年において7	440ドルであり､ 中央
アジア諸国の中でも突出している (表１)｡ 特
に都市部の著しい経済成長には目を見張るもの
がある｡ 黒川紀章がデザインした新首都アスタ
ナには､ 近代的な高層ビル群が急速に建設され
ている｡ また､ 旧主都アルマティ (アルマ・ア
タ) はアスタナに首都が移されたあとも経済の
中心として発展を続けている｡ ソ連時代にはウ
ズベキスタン共和国の首都タシケントのほうが

大都市であったが､ 現在のアルマティの発展は
タシケントを遙かに上回っている｡ カザフスタ
ン共和国では独立当初､ ロシア系の人口流出が
続き､ 出生率も下がり､ 人口高齢化が進んだ｡
しかし､ カザフスタン共和国の経済が非常に好
調であるために､ 海外に流出した人々が再び戻っ
てくる現象が起きている｡ 政府は人口増政策を
打ち出し､ その優遇処置に反応してか､ 2007年
はじめには大人数のドイツ系が戻ってくるなど
の現象も報告されている｡
ウズベキスタン共和国の首都タシケントはか

つての中央アジアの中心であり､ 中央アジア諸
国の都市の中で唯一地下鉄が走っている｡ ブハ
ラ､ サマルカンド､ ヒバなどシルクロードの歴
史のある世界遺産の都市が存在している｡ 中央
アジアで人口が最も多く約2500万人の人口を抱
える｡ また､ 人口構成はカザフスタン共和国と
は相対的に若く､ 20代の若者の割合が多い｡ ウ
ズベキスタン共和国の西部には､ ウズベキスタ
ン共和国国内にカラカルパクスタン共和国が一
つの地域として存在する｡ ここではカザフスタ
ン共和国と同じくアラル海の縮小による深刻な
環境問題を抱えている｡ カラカルパクスタン共
和国では､ 労働人口の多くが､ カザフスタン共
和国などへの出稼ぎに出ている｡
キルギス共和国は､ 中央アジアのスイスとも

言われ世界貿易機関 (
��) にも加盟してい
る国でもある｡ 近年は中国からの物資の流入が
激しく､ 中央アジアに中国製品を供給する巨大
な中国製品マーケットが存在するようになって
いる｡ 首都のビシュケクからカザフスタン共和
国のアルマティまでは陸路で数時間で到着でき
ることから､ カザフスタン共和国への出稼ぎが
多い｡
タジキスタン共和国は､ アフガニスタンと長

い国境を接する｡ 旧ソ連の中でも最も貧しい国
に数えられる｡ ロシアへの出稼ぎによる送金収
入が国家予算をはるかに超える８｡ たとえ首都
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６ 中央アジア諸国に���事務所は開設されているが､ カザフスタンにおいてはその経済水準の高さのほかに､ 法的課題もあり､ 2007年７月現
在､ まだ正式に���事務所は開設できていない｡ ただし首都アスタナで���事務所を開設する準備がおこなわれており､ またアルマティ
には日本センターがカザフ経済大学の敷地内で運営されている｡ 青年海外協力隊 (���) についても､ ウズベキスタンなどには数十人派遣
されているが､ カザフスタンには派遣されていない｡

７ 中央アジアのなかでもカザフスタンの広大な国土の大部分はシベリア南端に位置しており､ 戦後に日本人捕虜が建築した建物が多く残されて
いる｡ カザフステップの草原地帯はいわゆるシルクロードの ｢草原の道｣ とされる｡ またウズベキスタンにはヒバ､ ブハラ､ サマルカンドな
どの都市があり ｢オアシスの道｣ をいわれている｡ 共にシルクロードの道と表現されているが､ シルクロード自体が単に東西交易路にあるす
べての地域を示す言葉であるため､ 厳密な意味での道が存在しているわけではない｡ 中央アジアはその一部を構成するのみである｡ 特に中央
アジアにおいては日常的な交易は､ 東西の交易を仲介するのではなく､ 北の草原地帯と南のオアシス都市との南北交易であったとされる｡

８ 2007年６月16日九州大学���研究会 ｢タジキスタン｣ (講師：高橋博史在タジキスタン日本国大使) より｡



であっても安全な水の確保が大きな課題である｡
トルクメニスタン共和国は､ 大統領独裁によ
る永世中立国で､ 国連など国際社会からも距離
を置いている｡ 独立国家共同体 (���) からも
脱退し準加盟国となっており､ 国際的に孤立し
た国家である｡ カスピ海の石油､ 天然ガスのエ
ネルギー資源は膨大な埋蔵量が推定されており､
これを原資として様々な社会サービスを無料で
提供してきた｡ 一方､ 強固な独裁体制をしくニ
ヤゾフ大統領により､ 首都以外の病院を閉鎖す
るという矛盾した政策も見られた｡ 2006年12月
21日､ ニヤゾフ大統領の死去にともない､ 今後
の国家運営がどのような方向に向かうか注目さ
れている｡ 2007年２月に就任した医師であるグ
ルバングルイ・ベルディムハメドフ新大統領は
基本的にはニヤゾフ前大統領の体制を継続する
ようであり､ 保健医療分野と情報技術 (��)
に力を入れると声明を発表している｡
表１では中央アジアと隣接する国であるアフ
ガニスタン９も比較のために掲載している｡ 国
連データにおいてアフガニスタンの正確な数値
は正確に把握できていない部分も少なくないが､
ここでは隣接する中央アジアと比較することで､
旧ソ連時代の影響により近接地域においても様々
な人間開発指標の数字の差が顕著に現れている
ことがわかる｡ 出世時平均余命にも格差がある

が､ 最も重要な点は､ 成人識字率の違いである｡
アフガニスタンが28�1％にとどまるのに対して､
旧ソ連であった中央アジア諸国はほぼ100％で
ある｡ たとえば､ タジキスタンとアフガニスタ
ンは地理的にも近接しており､ 歴史的背景によ
り国境で分断されてはいるが民族､ 文化などの
さまざまな点で共通点がある｡ しかし､ ここに
生じる大差は､ 今後の社会開発において重要な
意味を持つ｡
中央アジア諸国の経済格差においては､ 一人

当たり���でみるとカザフスタン共和国が飛
びぬけて高いが､ 国内の所得格差に目を向ける
ことにする｡ ジニ係数､ 所得額上位10％を占め
る人口の割合と､ 国内所得格差不平等度の世界
順位を表２に上げる｡ ジニ係数10 だけでは不十
分であるものの一般的に用いられる重要な参考
指標としてみた場合､ 中央アジア諸国において
国内所得格差が大きいのはアメリカ合衆国の数
値と並ぶトルクメニスタンである｡ 2004年の数
字を見た場合においては他の国々は国際水準に
おいては比較的平等な社会であるといえる11｡
次に､ 中央アジア諸国における国連ミレニア

ム開発目標 (	��) の達成状況をみる｡ はじ
めに､ 貧困削減 (	��1) についてであるが､
中央アジア諸国において､ ｢貧困｣ という用語
の使用には注意を払う必要がある｡ 先にも見た
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９ 本稿では中央アジア５カ国を指す言葉として用いているが､ アフガニスタンも地域的な意味における中央アジアを認識する場合はこの５カ国
には限定されない｡ そのためアフガニスタンも中央アジアと表現されることもある｡ アフガニスタンにおいて
��として活動を続けている
ぺシャワール会の中村哲医師は､ 中央アジア・アフガニスタンと表現している (2007年６月ペシャワール会総会の講演､ 於：九州大学六本松)｡

10 ジニ係数は平等度を捉えるために一般に用いられる指標である｡ その数値は､ ０から１の間を示し､ ジニ係数が小さいほど平等度が大きく
(高く) なる｡

表１ 中央アジア諸国の開発指標

2004年 一人当たり
���

(�����)

経済成長率
(1900－2006年)

総人口
(100万人)

都市人口
(全体に占める
割合％)

出 生 時
平均余命

男性 女性 失業率
(％)

成 人
識字率
(％：15
歳以上)

人間開発
指 標
(���)

カザフスタン 7�440 10�6 14�8 57�1 63�4 56 67 8�5 99�5 0�774

キルギス 1�935 2�7 5�2 35�7 67�1 59 67 9�7 98�7 0�705

タジキスタン 1�202 7�5 6�4 24�9 63�7 62 64 2�3 99�5 0�652

トルクメニスタン 4�584 9�6 4�8 46�0 62�5 56 65 30�2 98�8 0�724

ウズベキスタン 1�869 7�0 26�2 36�7 66�6 63 69 0�3 － 0�696

(参考)
アフガニスタン

－ 3�9 46�0 42 42 28�1 －

出典：人間開発報告書､ 2006年
経済成長率は､ ���統計委員会 (カザフスタン､ トルクメニスタン) および世銀 (ウズベキスタン､ タジキスタン)､
キルギス国立銀行 (キルギス)､ �
�� (アフガニスタン)
失業率 (����) より筆者作成



ように､ 経済的にみると､ カザフスタン共和国
は貧困国ではない｡ １人当たり���から分類
すると､ カザフスタン共和国は中所得国であり､
低所得国ではない｡ ウズベキスタン政府は ｢貧
困｣ という言葉を嫌い12､ 世界銀行・国際通貨
基金 (���) が債務国に対して要請した､ ｢貧
困削減戦略文書 (���	
��	���������
��	��
���	
)｣ についても､ ｢社会福祉改善戦略文書
(�	���
	���
��	�	����
��	�����	
)｣
の名称を用いて､ 世界銀行､ アジア開発銀行
(���)､ 国連開発計画 (����) とともに作
成した｡
すべての国で､ 初等教育 (���2) とジェ

ンダー (���3) が比較的好成績で､ カザフ
スタン共和国やウズベキスタン共和国ではすで
に達成されている13｡ これは､ ソ連時代に達成
されことが大きい｡ しかし､ 独立後､ 教育の質
の低下に関連する諸々の問題 教材の不足､
教員の確保､ 教員の薄給14 など は極めて顕
著である｡ ���は､ もともとアフリカの開発

途上国に焦点をあてて定められたという背景が
ありそれ以外の国々に当てはめたとき､ 必ずし
も状況を計るには適切ではない｡ すべての国で､
目標６の達成が遅れている｡ マラリアはアフリ
カのようには問題ではない｡ 近年､ �� !エイ
ズの流行の拡大が中央アジアでは深刻だが､ こ
れは後述する｡ この指標の数値が低いのは､ 結
核が原因であり､ 結核はこの中央アジア地域で
も未解決の問題である15｡ 経済がある程度発展
した他の国々と同様､ 新種の耐性結核菌の拡大
が懸念される｡
乳幼児死亡率の改善 (���4)と妊産婦死亡

率の改善 (���5) についても､ 各国で改善
が遅れており､ 特に都市部を離れた地方での死
亡率が高いことが問題である｡
これらの現状を把握するためには､ まず信頼

のおけるデータを収集することが課題となって
いる｡ 旧ソ連時代のガイドラインにそった診断
やデータ収集を現在の国際標準に切り替えてい
くことも必要である｡
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11 ただし､ 経済発展により状況は変化している｡ 大きく２点による｡
・資源を持つ国と持たない国の格差
・都市と農村の格差
格差は明らかに拡大していることが調査におとずれると感じととれる｡ ソ連時代の地方までの徹底したインフラや教育医療の仕組みがうしな
われ､ 格差は拡大の原因ともなっている｡

12 ウズベキスタン共和国には､ スラムもみとめられず､ アフリカや南アジア､ 東南アジアの貧困とは区別したいとしている｡
13 国連ウズベキスタンでは､ 初等教育 (���2) の目標は達成済みである一方､ 高等教育になると急に女子の就学率が悪くなる (結婚のために
退学してしまう) という課題を指摘している｡

14 これにより賄賂が蔓延している｡
15 2007年３月､ カザフスタン共和国の新首都､ アスタナ医科大学で筆者が講義をした際､ ドスカリエフ学長 (元カザフスタン共和国保健大臣で､
世界保健機関 (��") の行政理事 (#�) も努めた) に､ 保健大臣時代に何が一番の問題であったか尋ねたところ､ ｢結核｣ と回答された｡
ＷＨＯカザフスタンとウズベキスタンにおいて､ 塗抹標本を見たところ､ 基本的なラボ技術の訓練が必要であり､ 日本の結核研究所の$�%�
専門家派遣や､ 結研での$�%�国際研修などの機会が可能となれば貢献できるはずの分野であるが､ 日本国内における結核への予算削減と人
材の不足など困難な状況にある｡

表２ 中央アジア諸国のジニ係数と国内格差を現す指標

2004年 ジニ係数 上位10％ 国内所得格差不平等度世界順位
カザフスタン 32&3 24&4％ 94位
キルギス 34&8 27&9％ 80位
タジキスタン 32&6 25&6％ 91位
トルクメニスタン 40&8 31&7％ 49位
ウズベキスタン 26&8 22&0％ 115位
中国 44&7 33&1％ 35位
日本 24&9 21&7％ 122位
イギリス 36&0 28&5％ 73位
アメリカ合衆国 40&8 29&9％ 49位
ブラジル 59&3 46&9％ 8位
ナミビア 70&7 64&5％ 1位

出典：世界銀行 『世界開発報告2005年』 巻末データより作成



環境問題については､ それぞれの国で､ 様々
な問題を抱えている｡ 中央アジアを流れる２本
の主要河川であるアムダリア川とシルダリア川
の上流に位置するキルギス共和国とタジキスタ
ン共和国は､ 水資源を利用して発電産業の発展
を目ざしたいし､ 下流に位置するカザフスタン
共和国､ トルクメニスタン共和国､ そしてウズ
ベキスタン共和国では､ 夏季の灌漑用水を要し､
冬の洪水を防止したいことから､ 水利権という
重要な課題がある｡ 中央アジアでは豊かな水資
源を有する地域であっても､ 地域全般にそのイ
ンフラが脆弱であり､ ���のターゲットとなっ
ている安全な飲み水の確保については改善を要
する｡ タジキスタン共和国の首都ドシャンベで

は水は豊富に存在するものの､ 水道設備が不十
分であり､ 日常的に水道から泥水がでる｡ 日本
からの援助による改善も行われてきたが､ 未だ
解決にはいたっていない｡ またアラル海の縮小
に伴い､ アラル海付近のカザフスタン共和国や
ウズベキスタン共和国の西部のカラカルパクス
タン共和国では井戸水には塩分が混じる｡ また
地表には塩が蓄積し雪のように白く地面を覆い
農業には深刻な問題となっている｡ また､ キル
ギス共和国などに放射能廃棄物などの問題も
ある｡

中央アジア諸国において拡大する����エイズ
感染症では､ もとから問題である結核に加え､
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16 貧困ラインは国によって異なる基準を採択している｡ 多くの国では､ 世界銀行の提案した貧困ライン以下の人口割合とは､ 貧困ライン (１人
１日当たりの生活費１米ドル 購買力平価換算) 以下の人口割合としているが､ ウズベキスタンでは､ 栄養状態を重視しており､ １人当た
りのカロリー消費が2100����という世界銀行の提案した基準を採択している (��	
����	������氏 (��ウズベキスタン) 九州大学アジ
ア理解講座シルクロード地域における国際協力・社会開発シリーズ ｢ウズベキスタン｣ での発表より (2007年６月19日)｡

表３ 中央アジア諸国の国連ミレニアム開発目標 (MDG) 指標

貧困ライン16

未満の人口
(％)

初等教育
純就学率
(％)
2004年

５歳未満
死 亡 率
(出生1000
人当たり)
2004年

���感染率
(15 － 49 歳
の割合：％)
2005年

栄養不良
の 人 口
(全人口に占め
る割合：％)
2001�2003

改善された
水源を継続
して利用で
きる人口
(％)
2004

改善された
衛生設備を
継続して利
用できる人
口 (％)
2004都会 農村

カザフスタン 30�0 39�0 93 73 0�1 8 86 72

キルギス 43�9 56�4 90 58 ― 4 77 55

タジキスタン 97 91 0�1 61 59 51

トルクメニスタン ― 103 ＜0�1 8 72 62

ウズベキスタン 22�5 30�5 78(1991) 57 0�2 26 82 67

アフガニスタン ― 257 ＜0�1 ― 39

注：喫煙率というＭＤＧ指標については､ 中央アジア諸国のどの国もデータが無かったので割愛したが､ これらの国における貧困
および健康の問題に深く絡んでいる｡

出典：人間開発報告書､ 2006年
貧困ライン未満の人口の割合については､ 世界開発報告2007年から引用､ 但し､ カザフスタンは1996年のデータ､ キルギスとウズ
ベキスタンは2000年データであり､ カザフスタンについては特に古く､ その後の経済発展の状況からすると比較できないが､ 参考
として示しておく｡)

表４ 中央アジア諸国のMDG達成の進捗状況

１.貧困削減 ２.初等教育 ３.ジェンダー
平等

４.乳幼児死亡
率の改善

５.妊産婦死亡
率の改善

６.����エイズ､
結核など

７.環境の改善

カザフスタン △ ○ ○ × × × △
キルギス △ △ ○ △ × × △
タジキスタン △ × × × × × ×
トルクメニスタン データなし
ウズベキスタン × ○ ○ ○ △ × △

出典：世界銀行､ 2005年 ｢中央アジア地域のミレニアム開発目標報告｣



新たな感染症の拡大､ 特に����エイズは中央
アジア諸国での状況が深刻さを増しており､ 速
やかな対策が必要である｡ また､ 経済格差や雇
用機会の状況変化に伴い､ 中央アジア諸国内外
の人的移動パターンは多様化しており､ あわせ
て､ 感染拡大ルートも多様化している｡ 援助国
である日本においても､ 中央アジア地域の人的
移動と感染症の問題の状況把握は､ 開発援助の
政策立案に必須である｡
表４において､ ���感染率は低く大きな問
題ではないように見えるが､ 実際には���感
染拡大は中央アジア諸国において深刻な問題と
なってきている｡ 表５は､ 中央アジア諸国にお
いて新たに診断・報告された���感染者数が
増大していることを示している｡ この地域は､
アフガニスタンからの麻薬ルートとしてもとも
と麻薬の問題があった (大谷・大杉､ 2006)｡
中央アジア諸国での���感染経路の主なもの
は､ 現在でも麻薬注射針である (大谷､ 2007�)17｡
国連合同エイズ計画 (����	
) が2006年12
月に発表した報告書では､ 中央アジア諸国での
増加､ 具体的にはウズベキスタン共和国､ 次に
カザフスタン共和国での増加に注意を促してい
る｡ 移行経済における将来への不安､ 失職､ 貧

困と現実からの逃避､ などの社会背景も重り､
特に若者の間で麻薬と���感染が広がった｡
感染経路は麻薬中毒者の針の使い回しや､ 麻薬
を買うための資金を得るための売春といったルー
トである｡
カザフスタン共和国では､ 南部のウズベキス

タン共和国と国境を接するシムケントの小児病
院で2006年９月に���アウトブレイク (感染
勃発) が起き､ 保健大臣の退任につながる事件
となった (大谷､ 2007�)｡ この小児病院では､
ウズベキスタンから国境を越えてきた麻薬中毒
患者による売血を買って､ それを小児患者に輸
血したことと､ 院内感染予防の方法が不適切で
あったためとされている｡ また､ ソ連時代に鉄
鋼業で栄えた北部のカラガンダ州での拡大も問
題となっている (大谷・大杉､ 2006､ 大谷
2006�364)｡ カラガンダ州のティメルタウ市
は､ 大統領が長年､ 鉄鋼産業に従事したところ
でもあり､ エイズ対策のモデル地として､ 地方
政府が���と連携して､ 麻薬針の無料交換を
行なったり､ 情報やカウンセリングを提供する
など､ さまざまな対策が取組まれているところ
でもある｡
また､ 旧ソ連諸国間の経済格差の拡大により､
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ウズベキスタン共和国のタシケントの病院で奥の目立
たない一室に設置された����������	(
��) による
トラストポイントで麻薬中毒者に配布される注射器･注
射針と �������啓蒙・情報提供マテリアル｡ 左に
移っている足は､ 社会に隠れる麻薬中毒患者に働きか
けるアウトリーチワーカー (女性)｡ (2006年９月筆者
撮影)

カザフスタン共和国カラガンダ州ティメルタウで､ 集
合住宅 (団地) の一角に設置された麻薬中毒患者のた
めの注射器･注射針交換所｡ ワーカーが手に持っている
注射針などは無料で配布されている｡ 他に配布するコ
ンドームも置いてある (机上左側)｡ (2006年３月筆者
撮影)｡

17 ウズベキスタン共和国においては､ 2006年のウズベキスタン共和国エイズセンターから報告された���感染症例のうち､ 感染経路の54％が
麻薬注射針､ 17�6％が異性間性接触､ 0�5％が同性間性接触､ 0�5％が母子感染､ 29％が不明となっており､ 麻薬中毒によるリスクが約６割を占
めていることがわかる｡ (���������������� 氏 (��ウズベキスタン) 九州大学アジア理解講座シルクロード地域における国際協力・社
会開発シリーズ ｢ウズベキスタン｣ での発表より(2007年６月19日)



ウズベキスタン共和国やタジキスタン共和国な
どから､ 経済が好調で比較的裕福なロシアやカ
ザフスタン共和国へ出稼ぎに出るなど人口移動
が､ あらたな���感染拡大のルートを形成し
ている18｡ 出稼ぎ先のロシアで､ キルギスなど
他の出稼ぎ者から感染して帰国する症例なども
報告されており､ 感染ルートは複雑化している｡

中央アジア諸国において遅れるタバコ対策
世界的にタバコに対する意識が大きく変り､
タバコ政策が年々､ 多くの公共の場を初めとし
て厳しくなっている近年､ 中央アジア諸国は､
とくにタバコ対策が遅れている地域であり､ タ
バコの害に対する意識の低い｡ 一方で､ 世界的
にタバコ産業のグローバル化が進む中､ タバコ
の害への脆弱性の高い中央アジアを含む旧ソ連
地域は､ タバコ産業にとっては重要な戦略ター
ゲットとなる｡ 先進国では健康志向により喫煙
率が低下している19｡ 激化する国際タバコ市場
において､ 日本たばこ産業 (��) も海外に活
路を見出そうとしている｡ タバコ産業の世界的
構図は植民地主義の歴史の負の遺産でもあるが､
現在のタバコ産業の動きは､ ますます､ 先進国
が開発途上国を搾取するシステムを構築してい
く流れとなっている｡ ＪＴは､ 英国ギャラハー
社の買収をおこない､ 移行経済の中央アジア市
場､ すなわち､ 中央アジアの人々の健康を害し
ながら､ 利益を得ようとしている｡

喫煙率が､ 健康の指標であるだけでなく､ 人
間開発指標 (���)でもあることから､ 本稿で
は､ ほとんど注目されてこなかった中央アジア
のタバコ対策について論じたい｡ 喫煙率は､ 平
均余命､ 乳児死亡率､ 妊産婦死亡率などのほか
の健康の指標および���と比べて､ 開発分野
の報告書では､ これまで主な指標として注目を
浴びることが比較的少なかったが､ 世界保健機
関 (���) の世界タバコ規制枠組み条約
(	
�
)20 策定を含め､ 世界的にその重要性が
増している｡

中央アジア諸国におけるタバコ対策の遅れ
健康促進としてのタバコ対策は､ 開発途上国

と先進国を比べると健康教育の遅れのみならず､
法的規制､ 税制なども含め､ さまざまな点で遅
れている｡ 世界保健機関 (���) の世界タバ
コ規制枠組み条約 (	
�
) 策定の際は､ 日本
政府は非協力的な加盟国であった｡ 財務省の影
響を強く受ける厚生労働省の実態を見せつけた｡
2002年第５回政府間交渉では	
�
そのもの
について反対した日本政府も､ 世界的な潮流の
中で､ 2004年３月には	
�
に署名し､ 同年
６月には19番目の国として批准した｡ しかし､
国際社会の場での署名後も､ 国内の禁煙対策で
は､ 他の先進国からは大きな遅れを取っており､
受動喫煙防止に関して日本は健康増進法25条の
努力義務までしか達成できていない｡ 2007年５
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18 �����タジキスタン事務所�������������氏への聞き取り調査 (2007年３月13日)
19 日本でも若い世代ほど､ 喫煙へのイメージが､ かっこいいものから､ ｢きたない｣ ｢臭い｣ ｢みすぼらしい｣ ｢喫煙者は自分勝手な人｣ と代わっ
ており､ ���������������アンケート調査 (2007年) では､ 半数近くの新規採用若者は､ 職場が禁煙であるかどうかが､ 就職の決め手にな
ると答えている｡ �������   !"�"!#�!"��$��%��������2007�0524���&�'!��(�(2007年５月28日アクセス)
大谷順子(2008))｢大学における健康教育と喫煙に対するイメージ調査 中央アジア諸国の大学生と日本の九州大学六本松キャンパスの比較
調査｣､ 九州大学大学院人間環境学府教育研究紀要 ｢教育学研究｣､ 第10号において､ 九州大学六本松キャンパスで行なった調査の分析結果を
報告しているので､ そちらを参照されたい｡

20 タバコの規制に関する世界保健機関枠組条約 (タバコ規制枠組条約)

表５ 中央アジア諸国における新たに診断・報告されたHIV 感染症例数

1996年
まで

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 総計

カザフスタン 79 437 299 185 347 1)175 735 746 699 4)702
キルギス 19 2 6 10 16 149 160 132 161 655
タジキスタン 2 1 1 0 7 34 30 42 � 117
トルクメニスタン ― ― ― ― ― 2 ― ― ― 2
ウズベキスタン 38 7 3 28 154 780 2)000 1)836 2)016 6)862
中央アジア 138 447 309 223 524 2)140 2)925 2)7256 � 12)338

出典：世界銀行､ 2005年



月での喫煙率半減目標についても最終的に採択
されていない｡
中央アジア諸国についてみると､ 男子喫煙率
が最も高いのはカザフスタン共和国とウズベキ
スタン共和国である (表６)｡ これらの国では､
他の国々と同様に､ 所得の低い貧困人口層の間
で喫煙率が高く､ 教育程度が低い層での喫煙率
が高い傾向にある｡ カザフスタン共和国が2004
年６月21日に����に署名し､ 2007年１月22
日に批准している｡ キルギス共和国が2004年２

月28日に署名し､ 2006年５月25日に批准してい
る｡ しかし､ 世界の168カ国が署名し､ 147カ国
が批准している2007年５月31日 (世界禁煙デー)
現在､ ウズベキスタン共和国､ タジキスタン共
和国､ トルクメニスタン共和国は､ 署名さえし
ていない｡ カザフスタン共和国では近年､ 空港
での分煙を徹底するなど､ 公共の場でのタバコ
対策の改善を示してきた｡ 一方､ ウズベキスタ
ン共和国では､ 首都タシケントの国際空港の到
着ロビーでも､ 女性モデルを起用した ����

(韓国タバコ人参公社の製品) の宣伝が大々的
におこなわれている21｡ 公共の場所である空港
での対策も行なわれておらず､ 分煙されていな
いので､ 荷物を待っている間､ 受動喫煙にさら
される (大谷､ 2007�)｡ 国内便のチェックイ
ンカウンターにおいても航空会社の看板よりも､
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英国ロンドンのヒースロー空港の手荷物受取所では､
禁煙を促すサインが上がっている (2007年７月筆者撮影)｡

カザフスタン共和国旧首都アルマティ空港は他の国々
の空港より格段にモダンで､ 分煙もされている｡ 喫煙
室の壁はタバコ会社�������� (英国ギャラハー社)
の青い宣伝となっている｡ (2007年の日本たばこ (	
)
によるギャラハー社買収によりこの喫煙室壁は塗り替
えられるのであろうか｡) アルマティ空港では､ 喫煙所
以外には､ タラップから空港建物内に入る外壁からト
イレの中まで至る所に禁煙サインが貼られている｡ 手
荷物受取所で喫煙する者はいない (2006年３月筆者撮
影)｡

対照的に､ ウズベキスタン共和国タシケント首都空港
の手荷物受取所では､ 韓国のタバコ����の広告が上
がっている (2006年９月筆者撮影)｡

カザフスタン共和国の新首都アスタナのインターネッ
トカフェの禁煙サイン (2006年３月筆者撮影)｡

21 ウズベキスタンへの韓国企業の進出は目覚しく､ 空港から市内に続く道路沿いの宣伝も��社のものなどが目立つ｡



タバコ宣伝の看板のほうが目立っている22｡ 喫
煙率は男性の間に高いが､ 女性モデルを起用し
た広告により､ 男性喫煙者へアピールするだけ
でなく､ 喫煙率がまだ低い女性を新たな市場と
して開拓しようとするタバコ産業の販売戦略が
ある｡ これらの国で販売されている海外のタバ
コのパッケージに印刷された健康の害に関する
警告は､ 製造国では法規制により販売できない
ほどのわずかな表示がなされているのみである｡
ニヤゾフ大統領独裁下23 のトルクメニスタン共
和国では､ 公共の場での全面禁煙政策がとられ
た｡ この背景には､ 癌の診断を下された大統領
が､ 医師より禁煙を勧められたため､ 受動喫煙
を嫌った大統領の独裁的な判断により公共の場
での禁煙が一気に進められた｡
中央アジア諸国は､ ソ連崩壊後の移行経済の
混乱を経験するなかで､ 人々が健康を失い､ 特
に50歳代男性のアルコール依存症罹患率､ 喫煙
率 (つまりニコチン中毒) など様々な依存症罹

患率がさらに上昇し､ 鬱や自殺率が上昇するこ
とになった｡ あらゆる生活習慣病罹患率が上昇
したため､ 独立直後の数年間で平均余命は短命
化し､ 特に男性の出生時平均余命がほとんど50
歳代まで降下した (大谷�2006��117､ 大谷�

2007������	
���
����1996�9)｡ 第二次世
界大戦後､ 世界で平均余命は延びており､ 平均
余命が短縮化したのはこの中央アジア諸国を含
む旧ソ連諸国の人々だけである｡ 近年でも､ 平
均余命は伸び悩んでいる (表７)｡ 独立後､ 政
府予算の保健医療セクターへの支出の���に
対する比率は年々下降している (表８)｡ 移行
経済の中では新たに貧困に陥る人々もおり､ 貧
困によって健康を失うあらゆる要因が拡がって
いる｡

人間開発指標 (���) としての喫煙率
喫煙率は､ 健康に関する指標であるだけでな

く､ 人間開発指標のひとつである｡ 国連開発計
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表６ 中央アジア諸国の男女別成人喫煙率 (％)

総 計 男 女
カザフスタン 33�5 60�0 7�0
キルギス 37�8 60�0 15�6
ウズベキスタン 29�0 49�0 9�0
タジキスタン ― ― ―
トルクメニスタン 14�0 27�0 1�0

出典： 世界保健機関 (���) タバコアトラスより筆者作成

22 2006年９月､ および2007年３月現地調査時､ 確認｡
23 ニヤゾフ大統領は2006年12月急死した後､ 2007年２月に歯科医師であるベルディムハメドフ氏が新大統領に就任した｡

表７ 中央アジア諸国の男女別出生時平均余命

2000年 2002年 2004年
男 性 女 性 男 性 女 性 男 性 女 性

カザフスタン
58�0

(57�6－58�9)
68�4

(67�2－70�0)
58�7

(58�0－59�4)
68�9

(68�1－69�7)
56

(55－57)
67

(66－68)

キルギス
60�0

(58�5－61�7)
68�8

(66�8－70�8)
60�4

(59�5－61�4)
68�9

(68�1－69�8)
59

(59－60)
67

(67－68)

ウズベキスタン
62�1

(61�6－62�9)
68�0

(67�3－68�9)
65�6

(64�8－66�3)
70�8

(70�1－71�6)
63

(63－64)
69

(68－70)

タジキスタン
60�4

(59�0－62�3)
64�7

(63�0－66�9)
61�0

(59�2－62�7)
66�5

(64�8－68�0)
62

(60－64)
64

(62－67)

トルクメニスタン
60�0

(59�3－60�8)
64�9

(64�3－66�0)
58�8

(58�3－59�3)
66�9

(66�1－67�7)
56

(55－56)
65

(64－66)

出典：世界保健報告 (ＷＨＲ) 2001､ 2004､ 2006年､ 世界保健機関 (ＷＨＯ) より筆者作成



画 (����) が毎年発行する2003年の 『人間
開発報告書』 は ｢ミレニアム開発目標 (���)
達成に向けて｣ というテーマであった｡ その巻
末の人間開発指数 (���) において､ ���の
指数を別の表にしてまとめている｡ そこには､
喫煙率という指数は含まれないが､ 2004年以降
の 『人間開発報告書』 においては､ ｢健康で長
生きするために 地球規模の保健医療のおも
な危機と課題｣ という表に他のＭＤＧ指標と並
べて挙げられている｡ これは､ 喫煙 (ニコチン
中毒) という問題が､ 世界保健機関 (	�
)
の 『世界保健報告書』 のなかで健康の一問題と
して位置づけられているだけではなく､ 国連に
おいて､ 喫煙問題が､ 人間開発の課題､ そして､
社会開発の課題として位置づけられたことを意
味する｡ しかし､ 2006年人間開発報告書におい
ては､ この指標の具体的数値は人間開発高位国
のものが上げられており､ トップのノルウェー
などで喫煙率の下降が顕著に示されているもの
の､ ほとんどの人間開発中位国と低位国では､
数値データがなく､ 中位国である中央アジア諸
国においても､ どの国のデータもまだない｡ 世
界保健機関 (	�
) は､ タジキスタン共和国
以外の国についての喫煙率のデータを所有して
いる (表６) が､ ここにおいても､ 	�
のカ
ウンターパートである保健省の上のレベルで､
このデータをモニタリングしていないという､
中央アジア諸国におけるタバコ対策の遅れを反
映している｡ しかし､ このように､ 国連の人間
開発指標に位置づけられたことで､ 国連からは
データ提出を求められることになり､ 中央アジ
ア諸国の中央アジア諸国の中央政府の意識も改
善されることが期待される｡

日本たばこ産業 (��) の中央アジア市場参入
2006年12月15日､ 業界３位の日本たばこ産業

(��) は､ 約２兆2000億円を投じて､ 業界５位
の英国ギャラハー社を買収すること発表し､
2007年４月に完了した｡ 順位は３位のままだが､
業界１位のフィリップ・モリス社 (世界市場シェ
ア179％)､ ２位のブリティッシュアメリカン
タバコ社 (���) (122％) との差を縮め､ 109
％のシェアを獲得したことになる｡ 英ギャラハー
社の市場はヨーロッパのほかにロシアと中央ア
ジアなど新興国市場であったため､ これで��
はこれらの地域へ販路を広げる狙いである｡
｢日本たばこ産業を､ 世界的なプレーヤーにす
る準備はエッセンシャルだ｡ 長期的に利益を得
る｡｣ と尾身幸次財務相の発言も報道されてい
る (���������������������������2006年12
月16日)｡ 前述のような､ タバコ対策の遅れた
無防備な国々にタバコという依存性薬物を販売
拡大することで利益を得て生き残ろうとする日
本タバコ産業とそれを後押しする日本政府の倫
理観が問われる｡ この地域の人々に差し伸べる
べきはタバコではないはずである｡

健康教育と ｢人間の安全保障｣
世界保健機関 (	�
)や国連児童基金

(������) は､ 学校などでの児童に対する健
康教育に取組んできた｡ これらの国際機関は､
子供が必要とするライフスキルという概念を打
ち出しているが､ ライフスキルは ｢個々人が日々
の要求や挑戦に効果的に対処できるようにする､
適応的で前向きな行動のための能力｣ と定義さ
れ､ 具体的には､ 手洗いによる衛生管理､ 禁煙､
��� エイズ感染予防などがある (勝間､ 2005：
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表８ 中央アジア諸国の保健医療への支出

2000年 2003年

公 的
(対���比：％)

民 間
(対���比：％)

一人当たり
(����!")

公 的
(対���比：％)

民 間
(対���比：％)

一人当たり
(����!")

カザフスタン 28 10 211 20 15 315
キルギス 35 22 145 22 31 161
ウズベキスタン 28 08 86 24 31 159
タジキスタン 20 05 29 09 35 71
トルクメニスタン 46 08 267 26 13 221
日本 59 18 2�009 64 15 2�244

出典：国連開発計画 (����) 『人間開発報告』 2003年､ 2006年より筆者作成



200)｡
���に一度感染すると､ ウィルスをすべて
人体から排除することはできないが､ 感染を予
防することはできる｡ また､ エイズの根本的治
療薬は開発されていないが､ 治療によりエイズ
の発症を遅らせることができる｡ ���感染を
防ぐ､ または､ エイズの発症を遅らせるために
必要な知識と､ そのために行動を起こせるよう
にするためには､ 教育が必要であることは言う
までもない｡ ���に最も感染しやすいのは､
その感染のリスクのある行動様式を取りやすい
ことから､ 若い人々である｡ 全ての年齢に対し
ての対策プログラムは必要であるが､ 特にリス
クにある若い人々への健康教育が重要である｡
麻薬といった依存性薬物に手を出す前に､ その
リスクについて幅広く予防的教育と情報提供を
行なう必要がある｡ そして､ その依存性薬物の
問題として､ さまざまな課題を共有する禁煙に
ついても､ 健康教育が重要である｡
喫煙というニコチン中毒から自分や家族や友
人を守るための知識と､ 喫煙を進められたとき
に断れるコミュニケーションと対人スキル､ 批
判的な思考によってタバコのマーケティングに
のらないスキル､ 受動喫煙を含め喫煙をさける
自己管理スキルがある｡ 喫煙を開始するとき､
ほとんどの青少年はタバコという商品がどのよ
うな影響を生涯的に与えるものであるかという
知識をもたないままに喫煙を開始し､ ニコチン
中毒という薬物依存症に陥ってしまう｡ タバコ
会社が戦略的に狙うのはそのような青少年であ
るが､ 十代の青少年のときに､ 喫煙を開始せず
ニコチン中毒に陥らなければ､ その後の人生は
ニコチン依存に陥らずにすむ確率が飛躍的に上
昇する｡ 喫煙者の90％は20歳未満で喫煙を開始
している｡ それまでに喫煙を開始しなければ吸
わなくてもよい人生を選択できる (池上､ 2001)｡
タバコという依存性薬物に手を出す前に､ その
リスクについて幅広く予防的教育と情報提供を
行なう必要がある｡
先にもみたように､ 国連は､ ���感染率と
喫煙率を人間開発指標 (���) に定めている｡
����エイズ感染予防や禁煙教育といった健康
教育により､ 子供や青少年は､ 人間の安全保障
を守るためのライフスキルの重要な一部を身に
つけることができる｡ 健康教育は､ 質の高い生

活を得るためのエンパワメント (能力強化) に
つながる｡ 人々が自ら健康を手に入れることが
できるようになる｡ ひいては､ それは､ 労働力
や経済力の強化､ そして国家や社会の発展にも
つながる｡ そして､ なにより重要なことに､ 国
家に焦点を当てたというより､ 個々人に焦点を
あてた人間の安全保障と､ 世代にわたり人々の
福祉の向上につながる｡

おわりに
本稿では､ 中央アジア諸国の社会開発の現状

を､ 国際保健分野に焦点をあて､ 特に����エ
イズと喫煙という課題を取り上げて概略比較を
行った｡ ���感染率と喫煙率は､ 健康指標で
あるだけでなく､ 人間開発指標 (���) である｡
中央アジア諸国において､ その両者は､ ともに
薬物性依存症の問題でもある｡ 中央アジア諸国
では､ これらの指標や ���の健康に関する
指標と環境に関する指標の成績が良くない｡
���感染率の削減については ���６のター
ゲットでもある｡ ソ連時代の功績もあり､
���の中で唯一達成されているターゲットが
���2 の初等教育である｡ そこにも､ 中央ア
ジア諸国が開発途上国ではなく､ 移行経済であ
ることの様相が現れている｡ しかし､ 就学率は
達成されていても､ 質の改善が必要である｡ 本
稿では､ 近年､ 中央アジア所記憶において､ 問
題が急速に拡大してきた����エイズと､ 国際
社会において比較しても中央アジア諸国で立ち
遅れるタバコの問題を取り上げた｡ 本稿では､
中央アジア諸国でも､ 学校教育に���感染予
防や禁煙など健康教育を重要な部分として確実
に盛り込む政策と実施が必要であることを提言
する｡ このような健康教育の普及は､ 中央アジ
アの ｢人間の安全保障｣ を守ることにもつな
がる｡

本稿は､ 平成17年度九州大学アジア総合政策セ
ンター政策提言事業によって助成されたカザフス
タンと中国におけるフィールド調査研究から発展
させた､ 平成18年度－平成20年度九州大学教育研
究プログラム・研究拠点形成プロジェクト(Ｐ＆Ｐ)
�	1：アジア総合研究として採択されている ｢アジ
ア地域における人間の安全保障の観点による社会
開発に関する新たなフレームワークの研究｣ (代表：
大谷順子) により中央アジア諸国で行なってきた

中央アジア諸国の社会開発と国際保健･人口学
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フィールド調査研究の成果の１部である｡
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